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(57)【要約】
　本発明は、安価に、少量でより高い増粘効果を有するＨＡＳＥポリマーを提供する。よ
り詳しくは、本発明は、（メタ）アクリル酸、アルキル基の炭素数が１～４である（メタ
）アクリル酸アルキルエステル、および、（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステ
アリルエーテル）エステルを重合することにより得られる（メタ）アクリル酸系共重合体
を提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（メタ）アクリル酸、アルキル基の炭素数が１～４である（メタ）アクリル酸アルキル
エステル、および、一般式（Ｉ）：
【化１】

（式中、Ｒは水素原子またはメチル基を示し、ｎは２～６０の整数を示す）で表される（
メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルを重合することに
より得られる（メタ）アクリル酸系共重合体であって、
　該（メタ）アクリル酸系共重合体の１質量％水溶液を、６質量％水酸化ナトリウム水溶
液によりｐＨ７．５に調整した際の２５℃における粘度が、１，０００～１００，０００
ｍＰａ・ｓであり、
　該（メタ）アクリル酸系共重合体１質量％、および、ポリオキシエチレン（２）ラウリ
ル硫酸ナトリウム５．３質量％を含み、６質量％水酸化ナトリウムによりｐＨを７～７．
５に調整した水溶液の２５℃における粘度が、５００～５０，０００ｍＰａ・ｓである、
（メタ）アクリル酸系共重合体。
【請求項２】
　（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの一般式（Ｉ
）におけるｎが、２０～４０である請求項１に記載の（メタ）アクリル酸系共重合体。
【請求項３】
　アルキル基の炭素数が１～４である（メタ）アクリル酸アルキルエステルが、（メタ）
アクリル酸エチルである請求項１または２に記載の（メタ）アクリル酸系共重合体。
【請求項４】
　（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの使用割合が
、（メタ）アクリル酸およびアルキル基の炭素数が１～４である（メタ）アクリル酸アル
キルエステルの総量１００質量部に対して、２～２６質量部である請求項１～３のいずれ
か１項に記載の（メタ）アクリル酸系共重合体。
【請求項５】
　アルキル基の炭素数が１～４である（メタ）アクリル酸アルキルエステルの使用割合が
、（メタ）アクリル酸１００質量部に対して、７０～９００質量部である請求項１～４の
いずれか１項に記載の（メタ）アクリル酸系共重合体。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散した、
（メタ）アクリル酸系共重合体水分散体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、（メタ）アクリル酸系共重合体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　アルカリ膨潤型エマルションポリマー（Ａｌｋａｌｉ　ｓｗｅｌｌａｂｌｅ　ｅｍｕｌ
ｓｉｏｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ、以後ＡＳＥポリマーと略す場合がある）は、水等の溶媒の粘
度を高めるのに用いられるポリマーである。ＡＳＥポリマーは、通常、酸性ビニルモノマ
ー、非イオン性ビニルモノマーの共重合体であり、まず、低いｐＨ（例えば４．５以下）
において低い粘度（例えば１００ｍＰａ・ｓ以下）を有する水性ポリマー分散液として調
製される。次に、これを中和して増粘させた後、例えば、シャンプーやボディウォッシュ
などの界面活性剤を含む物品のレオロジー改質を目的として、用いられる。しかしながら
、ＡＳＥポリマーは比較的低粘度（例えばポリマー１質量％を含む水溶液粘度が１０，０
００ｍＰａ・ｓ以下）であるため、前記物品に所望の粘度を付与するのに要するＡＳＥポ
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リマーの量が非常に多くなり、経済的に不利になる場合があった。
【０００３】
　一方、疎水的に変性されたアルカリ膨潤型エマルションポリマー（Ｈｙｄｒｏｐｈｏｂ
ｉｃａｌｌｙ　ｍｏｄｉｆｉｅｄ　ａｌｋａｌｉ　ｓｗｅｌｌａｂｌｅ　ｅｍｕｌｓｉｏ
ｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ、以後ＨＡＳＥポリマーと略す場合がある）が知られており、前述の
ＡＳＥポリマーと同様、水等の溶液の粘度を高めるのに用いられるポリマーである。ＨＡ
ＳＥポリマーは、通常、酸性ビニルモノマー、非イオン性ビニルモノマーおよび疎水基を
有するモノマーの共重合体であり、疎水基を有するモノマーを共重合させている点がＡＳ
Ｅポリマーと異なる。ＨＡＳＥポリマーは、低いｐＨ（例えば４．５以下）において低い
粘度（例えば１００ｍＰａ・ｓ以下）を有する水性ポリマー分散液として調製されるが、
これを中和すると、疎水基を有するモノマーによる疎水基会合を生じるため、通常、ＡＳ
Ｅポリマーよりも高粘度となることが知られている。その一例として、アルキルアクリル
アミド含有エマルジョンコポリマーが開示されている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭５９－０８９３１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載のＨＡＳＥポリマーは、増粘効果が不十分で、より高
い増粘効果を有するＨＡＳＥポリマーが望まれている。
【０００６】
　また、一般に、ＨＡＳＥポリマーは高価であるので、その使用量を増やすことは経済的
に好ましくない。それにより、ＨＡＳＥポリマーはこれまで別のレオロジー改質剤（増粘
剤）と組み合わされて用いられてきたが、複数の材料を用いることは、商業規模の製造工
程において望ましいものではない。これらの背景から、少ない使用量で高い増粘効果のあ
るＨＡＳＥポリマーが求められていたが、これを満足させるようなＨＡＳＥポリマーは報
告されていない。
【０００７】
　本発明の目的は、安価に、少量でより高い増粘効果を有するＨＡＳＥポリマーを提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、（メタ）アクリル酸、アルキル基の
炭素数が１～４である（メタ）アクリル酸アルキルエステル、および、一般式（Ｉ）：
【化１】

（式中、Ｒは水素原子またはメチル基を示し、ｎは２～６０の整数を示す）で表される（
メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルを重合することに
より得られる（メタ）アクリル酸系共重合体であって、
　該（メタ）アクリル酸系共重合体の１質量％水溶液を、６質量％水酸化ナトリウム水溶
液によりｐＨ７．５に調整した際の２５℃における粘度が、１，０００～１００，０００
ｍＰａ・ｓであり、
　該（メタ）アクリル酸系共重合体１質量％、および、ポリオキシエチレン（２）ラウリ
ル硫酸ナトリウム５．３質量％を含み、６質量％水酸化ナトリウムによりｐＨを７～７．
５に調整した水溶液の２５℃における粘度が、５００～５０，０００ｍＰａ・ｓである。
【発明の効果】
【０００９】
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　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、安価に製造することができ、少量で
より高い増粘効果を付与することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、（メタ）アクリル酸、（メタ）アク
リル酸アルキルエステル、および、（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリル
エーテル）エステルを重合することにより得られる（メタ）アクリル酸系共重合体である
。なお、本発明において、『（メタ）アクリル』とは『アクリル』および『メタクリル』
を表し、『（メタ）アクリレート』とは『アクリレート』および『メタクリレート』を表
す。
【００１１】
　前記（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、アルキル基の炭素数が１～４である（メ
タ）アクリル酸アルキルエステルであり、具体的には、（メタ）アクリル酸メチル、（メ
タ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロ
ピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、（メタ）ア
クリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｔｅｒｔ－ブチルが挙げられる。これらの（メ
タ）アクリル酸アルキルエステルの中でも、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の中
和水溶液粘度の観点、容易に安価に入手できる観点から、（メタ）アクリル酸エチル、（
メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔｅｒｔ－ブチルが好適に用いられる
。これらの（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、単独で用いてもよいし、２種以上を
併用してもよい。
【００１２】
　前記（メタ）アクリル酸アルキルエステルの使用割合は、前記（メタ）アクリル酸１０
０質量部に対して、好ましくは７０～９００質量部であり、より好ましくは８０～４００
質量部であり、さらに好ましくは１００～２００質量部である。（メタ）アクリル酸アル
キルエステルの使用割合が７０質量部未満の場合、水中で反応させた場合に生成した（メ
タ）アクリル酸系共重合体の親水性が高すぎるために水分散体として得ることが困難とな
るおそれがある。また、（メタ）アクリル酸アルキルエステルの使用割合が９００質量部
を超える場合、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の中和水溶液粘度が低くなるおそ
れがある。
【００１３】
　前記（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルは、一般
式（Ｉ）で表される化合物である。
【化２】

　式中、Ｒは水素原子またはメチル基を示し、ｎは２～６０の整数を示す。
【００１４】
　前記（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの中でも
、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体を用いて中和水溶液を調製した際、前記（メタ
）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの同量を用いたとして
ｎの違いによる後述の粘度特性を比較した場合、一般式においてｎが１０～６０である化
合物が好ましく、ｎが２０～４０である化合物がより好ましい。（メタ）アクリル酸（ポ
リオキシエチレンステアリルエーテル）エステルは、単独で用いてもよいし、２種以上を
併用してもよい。
【００１５】
　前記（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの使用割
合は、前記（メタ）アクリル酸および前記（メタ）アクリル酸アルキルエステルの総量１
００質量部に対して、好ましくは２～２６質量部であり、より好ましくは５～２０質量部
であり、さらに好ましくは７～１８質量部である。（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチ
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レンステアリルエーテル）エステルの使用割合が２質量部未満の場合、得られる（メタ）
アクリル酸系共重合体の中和水溶液粘度が低くなるおそれがある。また、（メタ）アクリ
ル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの使用割合が２６質量部を超え
る場合、使用量に見合うだけの効果（高粘度化）が得られないおそれがある。
【００１６】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、例えば、乳化重合法、懸濁重合法、
溶液重合法等の重合法により製造することができる。本明細書においては、一例として、
乳化重合法による製造方法を詳細に説明する。
【００１７】
　前記乳化重合法としては、界面活性剤を含む水中において、ラジカル重合開始剤の存在
下で、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、および、（メタ）ア
クリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルを重合する方法が挙げられ
る。
【００１８】
　前記重合反応は、水中で行われる。水の使用割合としては、（メタ）アクリル酸、（メ
タ）アクリル酸エステル、および（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエ
ーテル）エステルの合計１００質量部に対して、好ましくは１００～９００質量部であり
、より好ましくは１２０～６００質量部であり、さらに好ましくは１５０～３００質量部
である。水の使用割合が１００質量部未満の場合、（メタ）アクリル酸系共重合体が分散
せずに塊状物となり、エマルションとして得られなくなるおそれがある。また、水の使用
割合が９００質量部を超える場合、生産性が悪くなり、経済的に非効率的となるおそれが
ある。
【００１９】
　前記界面活性剤としては、特に限定されず、アニオン性、カチオン性、両性のイオン性
界面活性剤、非イオン性界面活性剤のいずれも使用することができる。前記界面活性剤の
中でも、安価に入手できる観点や安全性の観点から、アニオン性界面活性剤、非イオン性
界面活性剤が好適に用いられる。
【００２０】
　前記アニオン性界面活性剤としては、例えば、ラウリン酸ナトリウム、パルミチン酸ナ
トリウム等の脂肪酸セッケン；ラウリル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸カリウム等の高級
アルキル硫酸エステル塩；ポリオキシエチレン－ラウリル硫酸トリエタノールアミン、ポ
リオキシエチレン－ラウリル硫酸ナトリウム等のアルキルエーテル硫酸エステル塩；ラウ
ロイルサルコシンナトリウム等のＮ－アシルサルコシン酸；Ｎ－ミリストイル－Ｎ－メチ
ルタウリンナトリウム、ヤシ油脂肪酸メチルタウリンナトリウム、ラウリルメチルタウリ
ンナトリウム等の高級脂肪酸アミドスルホン酸塩；ポリオキシエチレン－オレイルエーテ
ルリン酸ナトリウム、ポリオキシエチレン－ステアリルエーテルリン酸等のリン酸エステ
ル塩；ジ－２－エチルヘキシルスルホコハク酸ナトリウム、モノラウロイルモノエタノー
ルアミドポリオキシエチレンスルホコハク酸ナトリウム、ラウリルポリプロピレングリコ
ールスルホコハク酸ナトリウム等のスルホコハク酸塩；リニアドデシルベンゼンスルホン
酸ナトリウム、リニアドデシルベンゼンスルホン酸トリエタノールアミン、リニアドデシ
ルベンゼンスルホン酸等のアルキルベンゼンスルホン酸塩；硬化ヤシ油脂肪酸グリセリン
硫酸ナトリウム等の高級脂肪酸エステル硫酸エステル塩；Ｎ－ラウロイルグルタミン酸モ
ノナトリウム、Ｎ－ステアロイルグルタミン酸ジナトリウム、Ｎ－ミリストイル－Ｌ－グ
ルタミン酸モノナトリウム等のＮ－アシルグルタミン酸塩；ポリオキシエチレン－アルキ
ルエーテルカルボン酸；ポリオキシエチレン－アルキルアリルエーテルカルボン酸塩；α
－オレフィンスルホン酸塩；高級脂肪酸エステルスルホン酸塩；二級アルコール硫酸エス
テル塩；高級脂肪酸アルキロールアミド硫酸エステル塩；ラウロイルモノエタノールアミ
ドコハク酸ナトリウム；Ｎ－パルミトイルアスパラギン酸ジトリエタノールアミン；カゼ
インナトリウム等が挙げられる。これらのアニオン性界面活性剤の中でも、使用時の溶解
性や洗浄性の観点から、ポリオキシエチレン－ラウリル硫酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナ
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トリウムが好適に用いられる。
【００２１】
　前記非イオン性界面活性剤は、例えば、親油性非イオン界面活性剤および親水性非イオ
ン界面活性剤に分けられる。親油性非イオン界面活性剤としては、例えば、ソルビタンモ
ノオレエート、ソルビタンモノイソステアレート、ソルビタンモノラウレート、ソルビタ
ンモノパルミテート、ソルビタンモノステアレート、ソルビタンセスキオレエート、ソル
ビタントリオレエート、ペンタ－２－エチルヘキシル酸ジグリセロールソルビタン、テト
ラ－２－エチルヘキシル酸ジグリセロールソルビタン等のソルビタン脂肪酸エステル類；
モノ綿実油脂肪酸グリセリン、モノエルカ酸グリセリン、セスキオレイン酸グリセリン、
モノステアリン酸グリセリン、α，α’－オレイン酸ピログルタミン酸グリセリン、モノ
ステアリン酸グリセリンリンゴ酸等のグリセリンポリグリセリン脂肪酸類；モノステアリ
ン酸プロピレングリコール等のプロピレングリコール脂肪酸エステル類；硬化ヒマシ油誘
導体；グリセリンアルキルエーテル等が挙げられる。また、親水性非イオン界面活性剤と
しては、例えば、ポリオキシエチレン－ソルビタンモノオレエート、ポリオキシエチレン
－ソルビタンモノステアレート、ポリオキシエチレン－ソルビタンモノオレート、ポリオ
キシエチレン－ソルビタンテトラオレエート等のポリオキシエチレン－ソルビタン脂肪酸
エステル類；ポリオキシエチレン－ソルビットモノラウレート、ポリオキシエチレン－ソ
ルビットモノオレエート、ポリオキシエチレン－ソルビットペンタオレエート、ポリオキ
シエチレン－ソルビットモノステアレート等のポリオキシエチレンソルビット脂肪酸エス
テル類；ポリオキシエチレン－グリセリンモノステアレート、ポリオキシエチレン－グリ
セリンモノイソステアレート、ポリオキシエチレン－グリセリントリイソステアレート等
のポリオキシエチレン－モノオレエート等のポリオキシエチレン－グリセリン脂肪酸エス
テル類；ポリオキシエチレン－ジステアレート、ポリオキシエチレン－モノジオレエート
、ジステアリン酸エチレングリコール等のポリオキシエチレン－脂肪酸エステル類；ポリ
オキシエチレン－ラウリルエーテル、ポリオキシエチレン－オレイルエーテル、ポリオキ
シエチレン－ステアリルエーテル、ポリオキシエチレン－ベヘニルエーテル、ポリオキシ
エチレン－２－オクチルドデシルエーテル、ポリオキシエチレン－コレスタノールエーテ
ル等のポリオキシエチレン－アルキルエーテル類；ポリオキシエチレン／ポリオキシプロ
ピレン共重合体；ポリオキシエチレン／ポリオキシプロピレン－セチルエーテル、ポリオ
キシエチレン／ポリオキシプロピレン－２－デシルテトラデシルエーテル、ポリオキシエ
チレン／ポリオキシプロピレン－モノブチルエーテル、ポリオキシエチレン／ポリオキシ
プロピレン－水添ラノリン、ポリオキシエチレン／ポリオキシプロピレン－グリセリンエ
ーテル等のポリオキシエチレン／ポリオキシプロピレン－アルキルエーテル類；テトラポ
リオキシエチレン／テトラポリオキシプロピレン－エチレンジアミン等のテトラポリオキ
シエチレン／テトラポリオキシプロピレン－エチレンジアミン縮合物類；ポリオキシエチ
レン－ヒマシ油、ポリオキシエチレン－硬化ヒマシ油、ポリオキシエチレン－硬化ヒマシ
油モノイソステアレート、ポリオキシエチレン－硬化ヒマシ油トリイソステアレート、ポ
リオキシエチレン－硬化ヒマシ油モノピログルタミン酸モノイソステアリン酸ジエステル
、ポリオキシエチレン－硬化ヒマシ油マレイン酸等のポリオキシエチレン－ヒマシ油硬化
ヒマシ油誘導体；ポリオキシエチレン－ソルビットミツロウ等のポリオキシエチレン－ミ
ツロウ／ラノリン誘導体；ヤシ油脂肪酸ジエタノールアミド、ラウリン酸モノエタノール
アミド、脂肪酸イソプロパノールアミド等のアルカノールアミド；ポリオキシエチレン－
プロピレングリコール脂肪酸エステル；ポリオキシエチレン－アルキルアミン；ポリオキ
シエチレン－脂肪酸アミド；ショ糖脂肪酸エステル；アルキルエトキシジメチルアミンオ
キシド；トリオレイルリン酸等が挙げられる。
【００２２】
　これらの界面活性剤は、単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　前記界面活性剤の使用割合は、前記水１００質量部に対して、好ましくは０．１～１０
質量部であり、より好ましくは０．３～３質量部であり、さらに好ましくは０．５～２質
量部である。界面活性剤の使用割合が０．１質量部未満の場合、重合の際に単量体である
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（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、（メタ）アクリル酸（ポリ
オキシエチレンステアリルエーテル）エステルが水に均一に乳化されず、重合が不均一に
進行し、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体が所望の粘度特性を発揮しない、あるい
は生成する（メタ）アクリル酸系共重合体が分散されずに塊状物となり、製造困難となる
おそれがある。また、界面活性剤の使用割合が１０質量部を超える場合、使用量割合に対
する乳化効果が得られず、経済的でない。
【００２３】
　前記ラジカル重合開始剤としては、特に限定されず、過硫酸アンモニウム、過硫酸カリ
ウム、過硫酸ナトリウム等の過硫酸塩化合物；過酸化水素、過酸化ベンゾイル、過酸化ア
セチル、過酸化ラウリル等の過酸化物；クメンヒドロペルオキシド、ｔｅｒｔ－ブチルヒ
ドロペルオキシド等の有機ヒドロペルオキシド；過酢酸、過安息香酸等の有機過酸；２，
２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－（４，５－ジヒドロイミ
ダゾリル）プロパン、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）ジヒドロク
ロライド、４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）等のアゾ系ラジカル重合開始剤等が
挙げられる。これらのラジカル重合開始剤の中でも、取り扱いの容易さの観点から、過硫
酸アンモニウム、過硫酸カリウム、過硫酸ナトリウムが好適に用いられる。これらのラジ
カル重合開始剤は、単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２４】
　前記ラジカル重合開始剤の使用割合は、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アル
キルエステル、および、（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）
エステルの総量１００質量部に対して、好ましくは０．０１～１質量部であり、より好ま
しくは０．０１５～０．５質量部であり、さらに好ましくは０．０２～０．２質量部であ
る。ラジカル重合開始剤の使用割合が０．０１質量部未満の場合、重合反応に時間がかか
り経済的でないだけでなく、重合反応が完結しないおそれがある。また、ラジカル重合開
始剤の使用割合が１質量部を超える場合、重合反応速度が非常に速くなり、重合反応が制
御できなくなるおそれがある。
【００２５】
　前記重合反応の際の反応温度としては、好ましくは３０～９５℃であり、より好ましく
は７０～９０℃であり、さらに好ましくは７５～９０℃である。反応温度が３０℃未満の
場合、重合反応に時間がかかり経済的でないだけでなく、重合反応が完結しないおそれが
ある。また、反応温度が９５℃を超える場合、重合媒体である水の沸点に近くて重合熱の
除去が難しいため、重合反応が制御できなくなるおそれがある。なお、重合反応時間は、
反応温度等の因子により一概には決定できないが、通常、０．５～５時間に設定すること
が好ましい。
【００２６】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、前記（メタ）アクリル酸系共重合体
の分子量を調整する観点、前記（メタ）アクリル酸系共重合体を用いた水溶液のレオロジ
ー特性を調整する観点から、該共重合体を製造する際に、架橋剤、連鎖移動剤等の存在下
に重合反応を行うことができる。
【００２７】
　前記架橋剤としては、特に限定されないが、エチレン性不飽和基を２個以上有する化合
物であることが好ましい。前記架橋剤の具体例としては、ポリオールの２置換以上の（メ
タ）アクリル酸エステル類；ポリオールの２置換以上のアリルエーテル類；フタル酸ジア
リル、リン酸トリアリル、メタクリル酸アリル、テトラアリルオキシエタン、トリアリル
シアヌレート、アジピン酸ジビニル、クロトン酸ビニル、１，５－ヘキサジエン、ジビニ
ルベンゼン等が挙げられる。なお、前記ポリオールとは、エチレングリコール、プロピレ
ングリコール、ポリオキシエチレングリコール、ポリオキシプロピレングリコール、グリ
セリン、ポリグリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、サッカロー
ス、ソルビトール等が挙げられる。これらの架橋剤の中でも、得られる（メタ）アクリル
酸系共重合体を用いた中和粘稠液の粘度調整が容易である観点から、ペンタエリスリトー
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ルテトラアリルエーテル、テトラアリルオキシエタン、リン酸トリアリル、ポリアリルサ
ッカロース、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパントリメ
タクリレートが好適に用いられる。これらの架橋剤は、単独で用いてもよいし、２種以上
を併用してもよい。
【００２８】
　前記架橋剤の使用割合としては、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステル、および、（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステ
ルの総量１００質量部に対して、好ましくは０．０１～２質量部であり、より好ましくは
０．０５～１．５質量部であり、さらに好ましくは０．１～１質量部である。架橋剤の使
用割合が０．０１質量部未満の場合、架橋剤の添加による共重合体の物性の変化が見られ
なくなり、実質的に意味を成さないおそれがある。また、架橋剤の使用割合が２質量部を
超える場合、使用量に見合う効果が見られないおそれがある。
【００２９】
　前記連鎖移動剤としては、特に限定されないが、エタンチオール、プロパンチオール、
ドデカンチオール、チオグリコール酸、チオリンゴ酸、ジメチルジチオカルバミン酸また
はその塩、ジエチルジチオカルバミン酸またはその塩、Ｌ－システインまたはその塩、３
－カルボキシプロパンチオール、イソプロパノール、次亜リン酸ナトリウム等が挙げられ
る。
【００３０】
　前記連鎖移動剤の使用割合としては、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステル、および、（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エ
ステルの総量１００質量部に対して、好ましくは０．０１～２質量部であり、より好まし
くは０．０５～１．５質量部であり、さらに好ましくは０．１～１質量部である。連鎖移
動剤の使用割合が０．０１質量部未満の場合、連鎖移動剤の添加による共重合体の物性の
変化が見られなくなり、実質的に意味を成さないおそれがある。また、連鎖移動剤の使用
割合が２質量部を超える場合、使用量に見合う効果が見られないおそれがある。
　かくして、本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体が得られる。
【００３１】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、該（メタ）アクリル酸系共重合体の
１質量％水溶液を、６質量％水酸化ナトリウム水溶液によりｐＨ７．５に調整した際の２
５℃における粘度（以下、粘度Ａと表記する場合がある）が、１，０００～１００，００
０ｍＰａ・ｓであり、好ましくは１０，０００～７０，０００ｍＰａ・ｓであり、より好
ましくは１５，０００～５０，０００ｍＰａ・ｓである。この粘度が、１，０００ｍＰａ
・ｓ未満の場合、系に目的の粘度を持たせるのに要する共重合体の量が多くなり、経済的
に不利となる。また、この粘度が、１００，０００ｍＰａ・ｓを超える場合、高い粘度に
より取り扱いが難しくなり、工業的に使用する場合において不利となる。
　なお、粘度については、２５℃に設定した恒温槽で測定用サンプルを２時間静置させた
後、同温度において、ＢＨ型回転粘度計を用いて測定した値であり、詳細は後述の方法に
て測定した。
【００３２】
　また、本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、該（メタ）アクリル酸系共重
合体１質量％、および、ポリオキシエチレン（２）ラウリル硫酸ナトリウム５．３質量％
を含み、６質量％水酸化ナトリウムによりｐＨを７～７．５に調整した水溶液の２５℃に
おける粘度（以下、粘度Ｂと表記する場合がある）が、５００～５０，０００ｍＰａ・ｓ
であり、好ましくは１，０００～３０，０００ｍＰａ・ｓであり、より好ましくは５，０
００～２０，０００ｍＰａ・ｓである。この粘度が、５００ｍＰａ・ｓ未満の場合、系に
目的の粘度を持たせるのに要する共重合体の量が多くなり、経済的に不利となる。また、
この粘度が、５０，０００ｍＰａ・ｓを超える場合、高い粘度により取り扱いが難しくな
り、工業的に使用する場合において不利となる。
【００３３】
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　また、粘度Ａに対する粘度Ｂの粘度減少率（＝（粘度Ａ－粘度Ｂ）／粘度Ａ×１００）
は、８０％以下であることが好ましく、７０％以下であることがより好ましい。粘度減少
率が８０％以下であれば、例えばシャンプー等の物品に利用した際に、簡便に所望の粘度
に調製することが可能である。
【００３４】
　上述の各粘度は、重合反応の際に、界面活性剤、モノマーの組成、重合開始剤および、
反応温度を制御することで調整することができる。より具体的には、下記の傾向を参照し
て反応温度、界面活性剤の使用量、重合開始剤の使用量、および、各種モノマーのバラン
スを調整することで、上記各粘度の条件を満足する（メタ）アクリル酸系共重合体を調製
することができる。
【００３５】
　重合反応の反応温度を低く設定すると、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の粘度
Ａは低くなり、かつ、粘度Ｂが低くなる傾向がある。反応温度を高く設定すると、得られ
る（メタ）アクリル酸系共重合体の粘度Ａが高くなり、かつ、粘度Ｂが高くなる傾向があ
る。
　乳化重合反応で用いる界面活性剤の量を低く設定すると、得られる（メタ）アクリル酸
系共重合体の粘度Ａは低くなり、かつ、粘度Ｂが低くなる傾向がある。界面活性剤の量を
高く設定すると、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の粘度Ａは高くなり、かつ、粘
度Ｂが高くなる傾向がある。
　（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、および（メタ）アクリル
酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルを含むモノマー混合物に含まれる
（メタ）アクリル酸の割合を低く設定すると、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の
粘度Ａが低くなり、かつ、粘度Ｂが低くなる傾向がある。モノマー混合物に含まれる（メ
タ）アクリル酸の割合を高く設定すると、粘度Ａが高くなり、かつ、粘度Ｂが高くなる傾
向がある。
　（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、および（メタ）アクリル
酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルを含むモノマー混合物に含まれる
（メタ）アクリル酸アルキルエステルの割合を低く設定すると、得られる（メタ）アクリ
ル酸系共重合体の粘度Ａが高くなり、かつ、粘度Ｂが高くなる傾向がある。モノマー混合
液に含まれる（メタ）アクリル酸アルキルエステルの割合を高く設定すると、得られる（
メタ）アクリル酸系共重合体の粘度Ａが低くなり、かつ、粘度Ｂが低くなる傾向がある。
　（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、および（メタ）アクリル
酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルを含むモノマー混合物に含まれる
（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステルの割合を低く設
定すると、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の粘度Ａが低くなり、かつ、粘度Ｂが
低くなる傾向がある。モノマー混合物に含まれる（メタ）アクリル酸（ポリオキシエチレ
ンステアリルエーテル）エステルの割合を高く設定すると、得られる（メタ）アクリル酸
系共重合体の粘度Ａが高くなり、かつ、粘度Ｂが高くなる傾向がある。
　重合反応で用いる重合開始剤の量を低く設定すると、得られる（メタ）アクリル酸系共
重合体の粘度Ａが高く、かつ、粘度Ｂが高くなる傾向がある。重合開始剤の量を高く設定
すると、得られる（メタ）アクリル酸系共重合体の粘度Ａが低くなり、かつ、粘度Ｂが低
くなる傾向がある。
【００３６】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体は、その主な使用目的から、水に分散さ
れた状態である（メタ）アクリル酸系共重合体水分散体であることが好ましい。
　なお、前記乳化重合法により得られる（メタ）アクリル酸系共重合体は、水に分散され
た状態で容易に得ることができる。
　前記（メタ）アクリル酸系共重合体水分散体における、（メタ）アクリル酸系共重合体
の含有割合（濃度）は、製造する上での操作性および輸送する際のコストの観点から、好
ましくは５～５０質量％であり、より好ましくは２０～４０質量％である。
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【００３７】
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体、および、（メタ）アクリル酸系共重合
体水分散体は、特異な粘度特性を有するため、シャンプー、ボディウォッシュ、化粧品、
ヘアジェル、クリーム、液体洗剤、アルコール消毒液、食器用洗剤、バスジェル、シャワ
ージェル等の増粘剤等に使用することができる。従って、本発明は、本発明にかかる（メ
タ）アクリル酸系共重合体または（メタ）アクリル酸系重合体水分散体を含む水溶性増粘
剤等も提供する。
　本発明にかかる（メタ）アクリル酸系共重合体および（メタ）アクリル酸系共重合体水
分散体を用いた増粘剤等は、特異な粘度特性により、界面活性剤存在下で、中性水溶液に
、少量で高い増粘効果を付与することができることから、シャンプー、ボディウォッシュ
、食器用洗剤、バスジェル、シャワージェル等の増粘剤等に使用することができる。
【００３８】
　以下、実施例を挙げ、本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によってな
んら限定されるものではない。
【００３９】
［実施例１］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（３０）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名
：ブレンマーＰＳＥ１３００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが３０）０．７
ｇを仕込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００４０】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００４１】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００４２】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション１を得た。なお、エマルション１における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、２９．４質量％であった。
【００４３】
［実施例２］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（３０）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名
：ブレンマーＰＳＥ１３００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが３０）２．２
ｇを仕込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００４４】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
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雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００４５】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００４６】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション２を得た。なお、エマルション２における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３０．８質量％であった。
【００４７】
［実施例３］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（３０）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名
：ブレンマーＰＳＥ１３００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが３０）３．６
ｇを仕込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００４８】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００４９】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００５０】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション３を得た。なお、エマルション３における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３１．１質量％であった。
【００５１】
［実施例４］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（３０）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名
：ブレンマーＰＳＥ１３００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが３０）５．１
ｇを仕込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００５２】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００５３】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
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成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００５４】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション４を得た。なお、エマルション４における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３１．６質量％であった。
【００５５】
［実施例５］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（３０）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名
：ブレンマーＰＳＥ１３００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが３０）７．３
ｇを仕込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００５６】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００５７】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００５８】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション５を得た。なお、エマルション５における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３２．６質量％であった。
【００５９】
［実施例６］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（３０）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名
：ブレンマーＰＳＥ１３００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが３０）１０．
９ｇを仕込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００６０】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００６１】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００６２】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
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たエマルション６を得た。なお、エマルション６における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３３．９質量％であった。
【００６３】
［実施例７］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（９）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名：
ブレンマーＰＳＥ４００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが９）１．６ｇを仕
込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００６４】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００６５】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００６６】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション７を得た。なお、エマルション７における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３０．０質量％であった。
【００６７】
［実施例８］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇ、メタクリル酸
（ポリオキシエチレン（９）ステアリルエーテル）エステル（日油株式会社製、商品名：
ブレンマーＰＳＥ４００、一般式（Ｉ）において、Ｒがメチル基、ｎが９）３．６ｇを仕
込み、２５℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００６８】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００６９】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００７０】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション８を得た。なお、エマルション８における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、３０．５質量％であった。
【００７１】
［比較例１］



(14) JP WO2012/160933 A1 2012.11.29

10

20

30

40

50

　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１７ｇを仕込み、２５
℃で３０分間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００７２】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水１００ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（
和光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０
．０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒
中に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素
雰囲気に置換した。その後、溶液の温度を７５℃に昇温した。
【００７３】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を７５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を８０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００７４】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション９を得た。なお、エマルション９における（メタ）アクリル酸系共重合体
の濃度は、２９．６質量％であった。
【００７５】
［比較例２］
　密栓可能な、攪拌機を備えた１００ｍＬ容ビーカーに、アクリル酸エチル（東京化成工
業株式会社製）２５ｇ、メタクリル酸（東京化成工業株式会社製）１５．２ｇ、エトキシ
化ベヘニルメタクリレート（Ｒｈｏｄｉａ社製、商品名：ＳＩＰＯＭＥＲ　ＢＥＭ、組成
比＝〔ＣＨ２＝ＣＣＨ３Ｃ（Ｏ）－（ＯＣＨ２ＣＨ２）２５－ＯＣ２２Ｈ４５〕：５０質
量％、メタクリル酸：２５質量％、水：２５質量％）７．２ｇを仕込み、２５℃で３０分
間攪拌してモノマー混合物を得た。
【００７６】
　前記とは別に、攪拌機、窒素導入管、滴下ロート、温度計および冷却管を備えた３００
ｍＬ容のセパラブルフラスコ（反応容器）に、純水９８ｇ、ラウリル硫酸ナトリウム（和
光純薬工業株式会社製）０．６ｇ、過硫酸アンモニウム（東京化成工業株式会社製）０．
０６ｇを仕込み、均一に攪拌、混合した。次に、反応容器の上部空間、原料および溶媒中
に存在している酸素を除去するために、溶液中に窒素ガスを導入し、反応容器内を窒素雰
囲気に置換した。その後、溶液の温度を８５℃に昇温した。
【００７７】
　前記モノマー混合物全量を滴下ロートに投入し、溶液の温度を８５℃に保ちながら、モ
ノマー混合物全量を１時間連続して滴下した。滴下終了後、過硫酸アンモニウム（東京化
成工業株式会社製）０．０２ｇを加え、溶液の温度を９０℃に保ち、１．５時間反応させ
た。
【００７８】
　反応終了後、反応器を２５℃まで冷却し、（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散し
たエマルション１０を得た。なお、エマルション１０における（メタ）アクリル酸系共重
合体の濃度は、３１．１質量％であった。
【００７９】
［評価］
（１）（メタ）アクリル酸系共重合体の１質量％水溶液を、６質量％水酸化ナトリウム水
溶液によりｐＨ７．５に調整した際の２５℃における粘度（粘度Ａ）
　攪拌機を備えた２００ｍＬ容のビーカーに、イオン交換水を仕込み、実施例または比較
例により得られた（メタ）アクリル酸系共重合体が水に分散したエマルションを滴下し、
（メタ）アクリル酸系共重合体の濃度を１質量％に調整した後、５分間攪拌して均一溶液
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とした。次に、６質量％水酸化ナトリウム水溶液を添加してｐＨを７．５に調整し、測定
用サンプルを調製した。なお、各測定サンプルの調製概略を表１に示す。
【００８０】
【表１】

【００８１】
　２５℃に設定した恒温槽で、測定用サンプルを２時間静置させた後、同温度において、
ＢＨ型回転粘度計（芝浦システム株式会社製、ＶＩＳＭＥＴＲＯＮ　ＶＳ－Ｈ１、回転数
：２０ｒｐｍ）を用いて、測定用サンプルの粘度を測定した。なお、評価結果を表３に示
す。
【００８２】
（２）（メタ）アクリル酸系共重合体１質量％、および、ポリオキシエチレン（２）ラウ
リル硫酸ナトリウム５．３質量％を含み、６質量％水酸化ナトリウムによりｐＨを７～７
．５に調整した水溶液の２５℃における粘度（粘度Ｂ）
　攪拌機を備えた２００ｍＬ容のビーカーに、イオン交換水、新日本理化株式会社製の商
品名：シノリンＳＰＥ１２００Ｋ（ポリオキシエチレン（２）ラウリル硫酸ナトリウムを
２６．５質量％含有）を仕込み、実施例または比較例により得られた（メタ）アクリル酸
系共重合体が水に分散したエマルションを滴下し、５分間攪拌して均一溶液とした。次に
、６質量％水酸化ナトリウム水溶液を添加してｐＨを７～７．５に調整し、（メタ）アク
リル酸系共重合体を１質量％含む測定用サンプルを調製した。なお、各測定サンプルの調
製概略を表２に示す。
【００８３】
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【表２】

【００８４】
　２５℃に設定した恒温槽で、測定用サンプルを２時間静置させた後、同温度において、
ＢＨ型回転粘度計（芝浦システム株式会社製、ＶＩＳＭＥＴＲＯＮ　ＶＳ－Ｈ１、回転数
：２０ｒｐｍ）を用いて、測定用サンプルの粘度を測定した。なお、評価結果を表３に示
す。
【００８５】

【表３】

【００８６】
　表３から、比較例１のメタクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステ
ルを共重合させていない（メタ）アクリル酸系共重合体は、粘度が低いことがわかる。ま
た、比較例２のメタクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステル以外の
疎水性モノマーを共重合させた（メタ）アクリル酸系共重合体は、ポリオキシエチレン（
２）ラウリル硫酸ナトリウムを含む水溶液を調製した際に（粘度Ｂ）、同量疎水性モノマ
ーを添加している実施例３と比較して、低粘度となることがわかる。また、粘度減少率も
高いことがわかる。
【００８７】
（３）（メタ）アクリル酸系共重合体４質量％、および、ポリオキシエチレン（２）ラウ
リル硫酸ナトリウム５．３質量％を含み、６質量％水酸化ナトリウムによりｐＨを７～７
．５に調整した水溶液の２５℃における粘度（粘度Ｃ）
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　攪拌機を備えた２００ｍＬ容のビーカーに、イオン交換水、新日本理化株式会社製の商
品名：シノリンＳＰＥ１２００Ｋ（ポリオキシエチレン（２）ラウリル硫酸ナトリウムを
２６．５質量％含有）を仕込み、比較例１により得られた（メタ）アクリル酸系共重合体
が水に分散したエマルションを滴下し、５分間攪拌して均一溶液とした。次に、６質量％
水酸化ナトリウム水溶液を添加してｐＨを７～７．５に調整し、（メタ）アクリル酸系共
重合体を４質量％含む測定用サンプルを調製した。なお、各測定サンプルの調製概略を表
４に示す。
【００８８】
【表４】

【００８９】
　２５℃に設定した恒温槽で、測定用サンプルを２時間静置させた後、同温度において、
ＢＨ型回転粘度計（芝浦システム株式会社製、ＶＩＳＭＥＴＲＯＮ　ＶＳ－Ｈ１、回転数
：２０ｒｐｍ）を用いて、測定用サンプルの粘度を測定した。なお、評価結果を表５に示
す。
【００９０】

【表５】

　ただし、実施例４は、粘度Ｂの値である。
【００９１】
　表５から、比較例１のメタクリル酸（ポリオキシエチレンステアリルエーテル）エステ
ルを共重合させていない（メタ）アクリル酸系共重合体は、ポリオキシエチレン（２）ラ
ウリル硫酸ナトリウムを含む水溶液を調製してその粘度を１０，０００ｍＰａ・ｓにする
には、４質量％も必要とすることがわかった。つまり、本願発明にかかる（メタ）アクリ
ル酸系共重合体は、少量の使用で、適度な高粘度水溶液を調製することが可能である。
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